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貸 借 対 照 表 
 

（2024年12月31日現在） 
 

（単位：千円） 
 

科    目 金   額 科    目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

流 動 資 産 3,234,361 流 動 負 債 865,017 

現 金 及 び 預 金 1,067,979 買 掛 金 304,980 

電 子 記 録 債 権 55,981 未 払 金 411,661 

売 掛 金 1,074,568 未 払 法 人 税 等 3,639 

商 品 及 び 製 品 768,562 そ の 他 144,736 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 247,243 固 定 負 債 5,278 

前 払 費 用 20,669 資 産 除 去 債 務 5,278 

そ の 他 1,445   

貸 倒 引 当 金 △2,087 負 債 合 計 870,296 

固 定 資 産 294,450 （純 資 産 の 部）  

有 形 固 定 資 産 12,243 株 主 資 本 2,658,515 

建 物 26,715 資 本 金 265,571 

減 価 償 却 累 計 額 △21,294 資 本 剰 余 金 825,564 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 36,574 資 本 準 備 金 255,571 

減 価 償 却 累 計 額 △29,752 そ の 他 資 本 剰 余 金 569,992 

無 形 固 定 資 産 13,777 利 益 剰 余 金 1,568,181 

ソ フ ト ウ エ ア 13,777 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,568,181 

投 資 そ の 他 の 資 産 268,429 繰 越 利 益 剰 余 金 1,568,181 

繰 延 税 金 資 産 234,036 自 己 株 式 △802 

そ の 他 34,393 純 資 産 合 計 2,658,515 

資 産 合 計 3,528,812 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,528,812 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
 

第29期（2024年12月期） 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

  該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 その他有価証券 

  市場価格のない株式等以外のもの 

   期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は 

   移動平均法により算定） 

 

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法 

 ただし、2016年４月１日以降に取得した建物（附属設備）及び構築物については、定額法 

 なお、主要な耐用年数は次のとおりです。 

建物 15 年   

工具、器具及び備品 ２ 年～ 15 年 

 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法 

 なお、主な償却年数は次のとおりです。 

 ソフトウエア（自社利用分） ５年（社内における利用可能期間） 

 

４ 引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

５ ヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振

当処理によっております。 

 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ａ． ヘッジ手段 ・・・ 為替予約 

ｂ． ヘッジ対象 ・・・ 外貨建予定取引 

 

（3）ヘッジ方針 

 内部規程に基づき、為替予約取引は、為替変動リスクを回避する目的で行っております。なお、投機目的によ

るデリバティブ取引は行わない方針であります。 

 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の

累計又は相場変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎としてヘッジの有効性を評価しております。 

 

 ６ 収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関して主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

当社は、健康食品・化粧品・日用雑貨の企画及び販売を主な事業内容としており、これら製品の販売について

は、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していること
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から、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しております。 

これらの収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品等を控除した金額で測

定しております。 

 

（重要な会計上の見積りに関する注記） 

 （1）棚卸資産の評価 

  ①当事業年度の計算書類に計上した金額 

    164,267千円（評価損の金額） 

   なお、貸借対照表に計上されている棚卸資産の金額は1,015,805千円であります。 

 

  ②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

 棚卸資産の貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており、期末における正味

売却価額が取得原価を下回っている場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。当該

正味売却価額は、期末日前後の販売実績や廃番、リニューアル等による将来の販売可能性を考慮して見積りを行

っております。また、長期滞留在庫に係る見積りについては、「通常の価格で販売可能な期間」という仮定によ

り見積りを行っており、 営業循環過程から外れたと判断されるものを帳簿価額切り下げの対象としております。

過剰在庫に係る見積りについては、過去の販売実績に基づく「適正在庫数」という仮定により見積りを行ってお

り、適正在庫数を超過するものを過剰在庫として取扱い、帳簿価額切り下げの対象としております。正味売却価

額の見積りや長期滞留在庫及び過剰在庫の算定は見積りの不確実性が高く、市場環境の悪化等により、その見積

りの前提とした条件や仮定に見直しが必要となった場合、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能

性があります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

関係会社に対する短期金銭債務 252,691 千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

(1) 関係会社との取引高 

仕入高 1,508,356 千円 

 

(2) 研究開発費 

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 17,250 千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式に関する事項 
 

 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 973,959 － － 973,959 

 

２．自己株式に関する事項 
 

 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 242 － － 242 

 

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

 ４．当事業年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び

数 

普通株式 13,701株 
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（税効果会計に関する注記） 

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

未払事業税 799 千円 

返金負債 18,486 千円 

貸倒引当金 639 千円 

一括償却資産 399 千円 

資産除去債務 1,616 千円 

棚卸資産評価損 64,956 千円 

リサイクル費用 3,221 千円 

繰越欠損金 138,266 千円 

その他 5,890 千円 

繰延税金資産計 234,276 千円 

繰延税金負債   

 資産除去債務に対応する除去費用 240 千円 

繰延税金負債計 240 千円 

繰延税金資産の純額 234,036 千円 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

 当社は、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については、必要に応じて銀行

借入や社債発行による方針であります。また、デリバティブは、為替変動リスクを回避するために利用し、投機

的な取引は行わない方針であります。 

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、回収までの

期間をおおむね短期に設定し、貸倒実績率も低いものとなっております。投資有価証券は、その他有価証券の債

券であり、市場価格の変動リスク及び為替相場の変動リスクに晒されております。 

 営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。輸入取引により生じる外貨建て営業債

務は、為替変動リスクに晒されております。 

 借入金及び社債は、主に運転資金及び設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。 

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 営業債権について、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を図っております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 投資有価証券については、定期的に時価の把握を行っており、その状況を取締役会に報告しております。外

貨建て営業債務の一部について、為替変動リスクに関して、先物為替予約を利用してヘッジしております。 

 デリバティブ取引の執行・管理については、担当部署が内部規程に基づき、管理・報告を行っております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

 適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しており

ます。 

 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。 

 

  



―5― 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、「現金及び預金」、「電子記録債権」、「売掛金」、

「買掛金」、「未払金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略し

ております。 

 

 ３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。 

  レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

  レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定 

          した時価 

  レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

  

（１）時価をもって貸借対照表計上額とする金融商品 

  該当事項はありません。 

 

（２）時価をもって貸借対照表計上額としない金融商品 

  該当事項はありません。 

 

（収益認識に関する注記） 

 １．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 当事業年度（千円） 

顧客との契約から生じる収益 3,422,955 

 

 ２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

   顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する 

  注記 ６ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

 

 ３．当事業年度末及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

   該当事項はありません。 

 

（企業結合等に関する注記） 

 （共通支配下の取引等） 

１．取引の概要 

（１）結合当時企業の名称及び事業の内容 

 結合企業（吸収合併存続会社） 

  名称：株式会社グラフィコ（当社） 

 被結合企業（吸収合併消滅会社） 

  名称：Church＆Dwight Japan合同会社 

 

（２）企業結合日 

 2024年11月1日（効力発生日） 

 

（３）企業結合の法的形式 

 当社を吸収合併存続会社とし、Church＆Dwight Japan合同会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併 

 

（４）結合後企業の名称 

 株式会社グラフィコ 

 

（５）その他取引の概要に関する事項 

 Church＆Dwight Japan合同会社は当社の株式100％を保有していましたが、本吸収合併契約によりChurch＆

Dwight Japan合同会社が保有する当社株式は全てChurch＆Dwight Co.,Inc.が保有することになりました。また、本

合併による新株式の発行及び資本金の増加並びに合併交付金の支払はありません。 

 

２．実施した会計処理の概要 
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「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及 び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日公表分）に基づき、 共通

支配下の取引として処理をしております。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

（単位：千円）   

 会社等の名称 
議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

 Church＆Dwight 
Co.,Inc. 

被所有 
直接 100.0％ 

(※1) 
親会社 商品の仕入れ (※2) 1,508,356 買掛金 252,691 

(※1) 2024年12月31日時点の被所有割合を記載しております。 

2024年11月1日付で当社の全ての株式を保有するChurch＆Dwight Japan合同会社と吸収合併契約を締結し、当社を

存続会社とする吸収合併を行いました。そのため、当該契約によりChurch＆Dwight Japan合同会社が保有する当社

株式は全てChurch＆Dwight Co.,Inc.が保有することになり、Church＆Dwight Co.,Inc.が当社株式の100％を直接保

有することになっております。 

 

<取引条件及び取引条件の決定方針> 

(※2) Church＆Dwight Co.,Inc.のブランドであるオキシクリーンを直接交渉して合意した価格により仕入を行っており

ます。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 2,730円60銭 

１株当たり当期純損失 △444円17銭 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

 


